
計算書類に対する注記(法人全体用) 別紙１

１．継続事業の前提に関する注記
該当する事項はございません。

２．重要な会計方針
 (1) 固定資産の減価償却の方法

 　・ 建物及び構築物、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品

        残存価額を零とする定額法によっております。

　　　　なお、耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」(昭和40年 3月31日大蔵省令第15号)によるもので

　　　　す。　

 　・ 権利及びソフトウェア

　　　　残存価額を零とする定額法によっております。

　　　　なお、耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」(昭和40年 3月31日大蔵省令第15号)によるもので

　　　　す。

 (2) 引当金の計上基準

　 ・ 退職給付引当金

　　　　一般財団法人秋田県民間社会事業福利協会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち、

        法人の負担額に相当する金額の累計額を計上しています。

 　・ 賞与引当金

　　　　職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

 (3) リース取引の会計処理

 　・ リース物件の所有権が借り主に移動するもの以外のファイナンス・リース取引については、売買処理によることと

　　　しております。但し、リース料総額が 300万円未満のリース契約については、賃貸借取引に準じた会計処理によっ

　　　てます。なお、当該事業年度の末日における未経過リース料は 2,181,168円です。

 (4) 消費税等の会計処理

　 ・ 消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

３．重要な会計方針の変更
当該事業年度における重要な会計方針の変更はございません。

４．法人で採用する退職給付制度
当法人で採用する退職給付制度はの以下のとおりです｡

 (1) 独立行政法人福祉医療機構が実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度

 (2) 一般財団法人秋田県民間社会事業福利協会が実施する退職共済制度

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりです。

 (1) 法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式､第2号第1様式､第3号第1様式)

 (2) 事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式､第2号第2様式､第3号第2様式)

 (3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)

 (4) 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)

     当法人では､公益事業を実施していないため作成していない｡

 (5) 収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)

     当法人では､収益事業を実施していないため作成していない｡

 (6) 各拠点区分におけるｻｰﾋﾞｽ区分の内容

    ｱ 法人本部（社会福祉事業）

    ｲ 白百合保育園（社会福祉事業）

  　ｳ 白百合いずみ保育園（社会福祉事業）
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６．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位 :円)

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
減価償却に伴い、国庫補助金等特別積立金 8,515,520円を取り崩しております。

８．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

(単位 :円)

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

(単位 :円)

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位 :円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(基)土地 118,936,111 0 0 118,936,111

(基)建物 247,264,376 1,476,770 10,956,003 237,785,143

合　　計 366,200,487 1,476,770 10,956,003 356,721,254

土地(秋田市八橋鯲沼町149番1及び150
番3)

70,843,056

建物(秋田市八橋鯲沼町149番地1及び
150番地3)

115,054,114

計 185,897,170

設備資金借入金(一年以内返済予定額
を含む)

0

計 0

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(基)土地 118,936,111 0 118,936,111

(基)建物 328,107,816 90,322,673 237,785,143

構築物 72,598,151 34,393,364 38,204,787

機械及び装置 5,016,564 4,973,720 42,844

1,116,000 2,250,000

車輌運搬具 7,638,885 3,601,228 4,037,657

器具及び備品 35,117,234 30,912,117 4,205,117

合　　計 571,022,261 165,460,674 405,561,587

権利 241,500 141,572 99,928

ソフトウェア 3,366,000
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１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）
該当する事項はございません。

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当する事項はございません。

１２．関連当事者との取引の内容
該当する事項はございません。

１３．重要な偶発債務
該当する事項はございません。

１４．重要な後発事象
該当する事項はございません。

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当する事項はございません。
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